
令 和 ６ 年 ３ 月 ７ 日 

 

守谷市教育委員会 御中 

 

守谷市通学区域審議会 

会 長  藤 井  穂 高 

 

 

守谷市立小学校及び中学校の通学区域について(答申) 

 

 

 令和５年５月２９日付け守教委発第１５７号で諮問のあった標記の件

のうち、令和７年３月末までに答申を求められた「令和７年度以降実施可

能な対応」について、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

１ 諮問内容 

過大規模校となっている黒内小学校の対応（令和７年度以降実施可能

な対応）について 

 

２ 諮問理由 

  守谷駅周辺の宅地開発に伴い、黒内小学校が過大規模化しており、適

正規模とするための対応が必要となっているため。 

 

３ 答申 

  黒内小学校の通学区域について、過大規模校から保有教室数に余裕の

ある学校への就学校変更基準の運用継続及び特定地域選択制の一部導

入のほか、通学区域の変更についても引き続き検討していくことが妥当

と考える。 

（１）対応内容 

  ① 保有教室数に余裕のある学校への就学校変更基準の運用継続 

    令和６年４月から適用される、黒内小学校通学区域内に居住、又

は居住予定の児童は、保護者の希望に応じて保有教室数に余裕があ

る他の学校へ就学することができる就学校変更基準の運用を継続



する。 

  ② 特定地域選択制度の導入 

黒内小学校通学区域の内、松並青葉地区（一丁目～四丁目）に居

住、または居住予定の児童は、黒内小学校のほか、保有教室数に大

きく余裕のある御所ケ丘小学校又は郷州小学校への就学を選択す

ることができる特定地域選択制度を導入する。 

  ③ 通学区域の変更 

    黒内小学校通学区域の変更については、通学路の安全性や通学時

間、地域性などを十分に考慮しながら、引き続き適正規模を目指し

て地域と協議する。 

（２）実施時期 

   （１）②については、令和７年４月からの開始とする。 

（３）適用期間 

（１）①②については、黒内小学校児童数が８００人台となった場

合、又は市内小中学校の適正規模維持の観点から見直しが必要とな

った場合、運用継続の是非について検討すること。 

 

４ 付帯意見 

（１）就学校変更基準の運用継続及び特定地域選択制度の導入に際しての

配慮 

   令和７年度の黒内小学校入学予定児童及び保護者のほか、市民全体

に対して、過大規模校の現状について十分な周知を行うこと。また、

就学校変更基準の運用継続及び特定地域選択制度の導入については、

黒内小学校通学区域内に居住、又は居住予定の方及び該当地域関係者

に対して、丁寧な説明を行うこと。さらに、就学校変更及び学校選択

を行う上で、市内各校の情報は大切な判断根拠となるため、積極的に

情報提供を行い、保護者が子どものために適切な選択ができるよう努

めること。 
   また、特定地域選択制度が導入される松並青葉地区に対しては、遠

距離通学となることからスクールバスを導入し、児童の安全・安心を

確保すること。 
   併せて、保護者の判断により就学校変更や学校選択を行った児童又

は行わなかった児童が、いずれの学校においても心身ともに健やかな

学校生活を送れるよう、市及び学校は、スクールソーシャルワーカー

などを起用した支援体制を整備すること。 



   最後に、就学校変更等を行った場合の中学校への通学路について、

生徒の通学が始まる前までに、学校や保護者、道路管理者等と連携

して確実に安全確保を図ること。 

（２）通学区域変更の継続審議に対する検討事項 
    就学校変更基準の運用継続及び特定地域選択制度導入の結果に関

わらず、守谷駅周辺地区への人口集中状況を考慮し、適正規模を目

指した通学区域の変更について、継続協議を行うこと。その際には、

通学路の安全確保や通学時間、地域性を考慮し、地域の理解が得ら

れるよう丁寧に協議を進めていくこと。また、通学区域の変更を行

うことになり、実際に児童の通学が開始される際には、交通事情を

考慮し、安全確保を第一に考えた通学路を、学校やＰＴＡ、地域な

どと連携を図って事前に検討すること。 

（３）児童推計値に応じた対応策 
    今回の対応策を実施した場合であっても、黒内小学校の過大規模

校化は急激に鈍化せず、令和８年度以降に教室数が不足する可能性

がある。市はこれを重く受け止め、児童生徒の適切な教育環境確保

に努めること。また、中長期的な小中学校の適正配置の観点から、

児童生徒数推計を毎年度行うとともに、適切な対策を庁内全体で検

討すること。 

（４）全体を通じての意見 
    今回の対応策検討経過を振り返り、過大規模校の現状や当審議会

の審議内容を十分に地域に周知できなかったことは大きな反省点で

ある。今後は審議経過等についてより広く地域に開示し、早い段階

から地域意向を聴取すること。 
 
５ 審議経過 

（１）令和５年５月以降、審議会及び学校施設見学会等を経て、全体での

質疑と意見交換、学校現場との質疑応答などを行った。教育委員会で

は、審議会で出された対応策案についての地域との意見交換会、地区

アンケート、事前説明会等を開催し、集約した意見等の報告を行った。 

（２）審議においては、児童の適切な教育環境確保を最優先するとともに、

黒内小学校の過大規模校化を解消させるという観点だけではなく、市

内の全公立小中学校の適正配置を見据えた中長期的な視点を持って

協議することを基本とした。 


